
新年度 年金や保険など社会保障が変更 
ＮＨＫ4 月 1 日 6 時 29 分 

新年度の１日から、社会保障の分野でさまざまな変更が行われます。 

年金 

年金支給額は、去年１年間の物価水準が下落したのに合わせて、０．１％引き下げられま

す。１か月当たりの支給額は、国民年金が満額で６７円減って６万４９４１円、厚生年金

が夫婦２人の標準的な世帯で２２７円減って２２万１２７７円となります。一方、１か月

当たりの国民年金の保険料は、段階的な引き上げなどにより、２３０円上がって月額１万

６４９０円となります。また厚生年金は、従業員が５００人以下の企業で働くパートなど

の短時間労働者にも、労使の合意があれば適用されるようになります。 

医療 

７５歳以上の人が加入する「後期高齢者医療制度」では、年収が１５３万円から２１１万

円の人について、所得に比例した保険料の負担を５割軽減している特例が２割に縮小され

るほか、７４歳まで夫などに扶養されていた専業主婦らの保険料を、最大で９割軽減する

特例が７割に縮小されます。 

雇用保険 

失業手当などの財源になっている雇用保険の積立金が、過去最高を更新していることから、

従業員と企業が半分ずつ負担している保険料率が時限的に引き下げられ、賃金の０．８％

から０．６％になります。 

保育料 

幼児教育の段階的無償化に伴って、市町村民税が非課税の世帯では、２人目以降の保育料

が無償化されるほか、年収およそ３６０万円未満相当の一人親世帯などの保育料の軽減措

置が拡充されます。 

保育・介護の処遇改善 

保育や介護の現場で働く職員の処遇改善を図り、保育士などの給与が２％、月額でおよそ

６０００円増えるほか、経験を積んだ人にはさらに４万円が上乗せされます。介護施設や

障害福祉施設の職員の給与が、月額平均で１万円引き上げられます。 

 

値上げ  

家計に厳しい春 日用品、原油高や円安

響く 
毎日新聞 2017 年 4 月 2 日 

４月１日から食料や日用品など身の回りで値上げが相次いでいる。一時期に比べ原油高

や円安が進んだことが響くためで、国民年金の保険料も引き上げが続く。今春闘では賃上

げ水準が前年を下回る企業が多く、家計には「厳しい春」となりそうだ。  

 日清オイリオグループは食用油の価格を見直し、家庭用を１キロ当たり２０円以上値上



げ。横浜ゴムも乗用車用タイヤの出荷価格を平均６％上げる。  

 紙の値段も上がる。王子製紙や日本製紙は、円安で原材料のパルプや古紙の輸入価格が

上がったため、コピー用紙や印刷用紙を値上げする。  

 社会保障では、国民年金の保険料が段階的な引き上げにより２３０円増の月１万６４９

０円となる。公的年金の支給額は物価の下落に合わせて０・１％減る。４月から反映され

６月支給分から金額が変わる。  

 一方、雇用保険料（労使折半）は、賃金の０・８％から０・６％に下がる。低所得者向

けに、返還不要な国の給付型奨学金制度が始まる。  

 金融関係では、生命保険各社が４月から終身保険や学資保険の保険料を値上げする。半

面、自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）の保険料は４月以降の契約から全車種平均６・

９％下がる。  

 税制面では、高さ６０メートル超のタワーマンションで、上の階ほど固定資産税が高く

なる新ルールが適用される。４月以降に売買契約を交わす新築物件で、今年１月２日以降

に完成の建物が対象だ。自動車取得税と自動車税、軽自動車税のエコカー減税は、適用基

準を厳しくする。  

 サービス関連では、日本航空とＡＮＡグループが国際線航空券にかかる燃油特別付加運

賃（燃油サーチャージ）を引き上げる。北米、欧州路線では、片道３５００円から７００

０円になる。  

 テーマパーク「レゴランド・ジャパン」が名古屋市で開業。都市ガスの小売り全面自由

化が始まり、中部、関西、九州の３電力が家庭向けガス事業に参入する。野村証券や富士

通など一部企業で在宅勤務制度が始まる。  

 

７５歳以上保険料、負担増も＝４月の社会保障見直し 
時事通信 -  2017 年 3 月 30 日  

 
  

４月からの社会保障制度見直しでは、高齢者に負担増を求める変更点もある。注意が必

要だ。７５歳以上が加入する後期高齢者医療制度では、保険料軽減の段階的な縮小が始ま

る。比較的所得の低い約１６０万人を対象に、特例で負担を軽くする措置を縮小。所得に

応じて負担する「所得比例分」の軽減は５割から２割になる。 

 後期高齢者の保険料は定額分と所得比例分があり、２００８年度の制度開始以来、収入

に応じて一定割合を軽減している。しかし、高齢化で膨らむ医療費の伸びを抑え、世代間



の公平性を確保するため、１７年度から低・中所得層の所得比例分の特例を見直すことに

なった。 

 年金収入額が年１５３万円から２１１万円の人が対象で、収入額が年２１１万円だった

場合は毎月の保険料が４０９０円から５４００円にアップ。１８年度は軽減が廃止される

予定だ。年収が１５３万円未満で最大９割軽減されている人は、据え置かれるが、将来的

な負担増が検討されている。 

 ７４歳まで夫や子どもに扶養されていた人の保険料の定額分は、これまで９割軽減され

ていたが、４月から軽減幅は７割に縮小。保険料は月３８０円から３倍の１１３０円に増

える。 

 いずれも４月分から適用されるが、増加分は原則年金支給額から天引きするため、実際

に徴収額が変わるのは１０月となる見通しだ。（2017/03/30-16:43） 

 

ＧＰＩＦ、四半期開示「前倒し」を明記＝17 年度事業計画 
朝日新聞 2017 年 4 月 3 日 

 ４月３日、年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は四半期ごとに開示している

運用報告を前倒しする方針だ。写真は都内で昨年４月撮影（２０１７年 ロイター/Thomas 

Peter） 

 ［東京 ３日 ロイター］ - 年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は四半期

ごとに開示している運用報告を前倒しする方針だ。年金資産１４４兆円の管理体制強化に

伴う措置で、厚生労働省に提出した２０１７年度計画に盛り込んだ。同法人が３日発表し

た。 

 

 対象期間の運用状況について１７年度は８月４日、１１月２日、２月２日にそれぞれ公

表する。民間から広報担当者を起用するなどしたため、これまで２、３カ月かかっていた

準備作業を最大で１カ月程度短縮する。１６年度分の開示は７月７日とした。 

 

 公表時期の見直しと併せて、環境や社会問題、ガバナンスなどを反映させた「ＥＳＧ投

資」を進める方針もあらたに明記し、年金運用のさらなる向上を目指したい考え。 

 

1 日から新年度ですが、社会保障などで私たちの負担

が増えます。 
テレ朝 2017.3.31 

  まずは年金・医療です。年金の支給額は、物価の下落に合わせて 0.1％引き下げられま

す。国民年金の場合、月額で 67 円減って 6 万 4941 円になります。また、75 歳以上の医療

保険料は年金のみで年収 211 万円の場合、月額で 1310 円上がって 5400 円となります。次

に子育て分野ですが、児童扶養手当が 0.1％引き下げられ、負担が増えます。エコカー減税

では燃費基準が厳しくなり、対象になる車が全体の90％から80％に絞り込まれます。また、

都市ガスの小売りが全面的に自由化され、購入先を自由に選べるようになります。 

 

後半国会 政権 VS.野党 対決点鮮明 



森友疑惑 首相の責任 「共謀罪」 口実総崩れ 介護・

働き方も焦点 
しんぶん赤旗 2017 年 4 月 3 日(月) 

 2017 年度予算が成立し、会期が６月１８日までの第 193 通常国会は「後半国会」に突入

しています。学校法人「森友学園」への国有地格安売却問題の真相解明をはじめ、共謀罪

法案、介護保険法改悪、偽りの「働き方改革」と安倍政権と野党との対決点が鮮明になっ

ている課題が目白押しです。重要法案の審議も本格化します。 

 森友学園の籠池泰典前理事長の証人喚問で、国有地売却問題への安倍晋三首相夫人・昭

恵氏の関与を示す物証などが示され、“自分や妻の関与があったなら辞任する”と語ってき

た首相の責任や関与の解明が改めて焦点になっています。 

 籠池氏は３月２３日の証人喚問で首相夫人付政府職員から籠池氏に送付されたファクス

の存在を明らかにし、政府も同日それを公表。籠池氏の要望を受け、同職員が国有地の定

期借地、賃料、土地土壌汚染工事費の支払いなどを財務省の国有財産審理室長に照会し、

昭恵氏にも報告していたというものでした。 

 “ファクスの中身はゼロ回答だ”“政府職員個人が回答したもの”と釈明する政府に対し

て、日本共産党の大門実紀史議員は、籠池氏が要望をまとめて首相夫人付職員に送った手

紙のコピーを示し、その後の結果は「満額回答だ」と追及（３月２８日、参院決算委員会）。

８億円も値引きされた国有地売却につながる動きを示したものとして大きな反響を呼んで

います。 

 「共同」の世論調査（３月２５、２６日実施）では、国有地払い下げの経緯などについ

て、政府が「十分に説明していると思わない」が８２・５％と圧倒的多数。真相解明のた

めに、日本共産党など野党４党は、昭恵氏を含む関係者８人の証人喚問と、国政調査権に

もとづいて財務省資料などの提出を求めることで一致しています。 

◇ 

 政府は、現行刑法の大原則を覆し、思想・良心の自由を脅かす「共謀罪」法案を３月２

１日に国会へ提出。今国会での成立をねらっています。 

 前半国会では、政府の説明の矛盾を追及した野党に金田勝年法相が「成案が出てから説

明する」などと答弁。“質問封じ”文書の配布などで野党から辞任を求められました。法案

審議では大臣としての姿勢と資質がいよいよ問われます。 

 法案の必要性は総崩れになっています。日本共産党の仁比聡平議員は３月２７日の参院

予算委で、「共謀罪」創設の口実として国際組織犯罪防止条約を「テロ対策」だと宣伝する

首相に対し、同条約の起草過程で日本が条約の処罰対象にテロを含むことに反対していた

公電を突き付け、法案の撤回を求めました。 

 審議入りの日程をめぐっては３月３１日、与党内の調整で４月６日を求めた自民党に対

し、公明党が民法や刑法の改正案審議が先だと主張しましたが、自民党は譲歩の姿勢をみ

せていません。 

 一方、野党４党は同３１日、同法案の廃案を目指すことで一致しました。日弁連会長は

同日、廃案に向け「全力で取り組む」との声明を発表。６日には日比谷野外音楽堂で「共

謀罪ＮＯ！実行委員会」と「総がかり行動実行委員会」が共催する大規模な集会が開かれ

ます。 

長時間労働抜け道ふさぐ 



介護保険法改悪 

 社会保障費の「自然増」を１４００億円抑制するなど、政府予算の削減路線を具体化す

るのが、介護保険法等改悪案です。 

 １５年の介護保険法大改悪に続き、利用者負担増と制度の利用抑制策が盛り込まれまし

た。負担割合を２割に引き上げたばかりの一部利用者のうち、年金収入３４０万円以上の

人の負担を３割に引き上げることを狙います。保険者（自治体など）の「自立支援事業」

などの実績評価を制度化。財政優遇のインセンティブの付与で保険者間を競わせるもので

す。 

 社会福祉法や障害者総合支援法を改定し、障害・福祉施設が介護サービスも提供できる

よう基準緩和します。「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現の名目で、福祉の公的責任を

減退させるものです。 

「働き方改革」 

 政府の偽りの「働き方改革｣も焦点です｡政府は３月２８日､時間外労働の上限を｢２～６

月の平均で月８０時間以内｣､繁忙期は｢月１００時間未満」とする実行計画を決定しました。

過労死ラインの月８０時間残業を認める内容です。年間でも休日労働を含めれば９６０時

間まで容認します。 

 過労死を生み出す異常な長時間労働の根絶には、さまざまな抜け道をふさぐことと、厚

生労働大臣告示の月４５時間を法律に明記することこそ必要です。 

 


